
 

参考様式１－１ 

工事現場における施工体制の点検表 

工事名  

工期 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 

監督職員名  

契約の相手方  

請負代金額  当初               

 第１回変更 平成 年 月 日 千円 合計            千円 

 第２回変更 平成 年 月 日 千円 合計            千円 

 第３回変更 平成 年 月 日 千円 合計            千円 

    

 

点検を要する内容 

監理技術者等の専任の

状況等の点検 

請負代金額が3,500万円以上 

（建築一式工事の場合は、7,000万円以上） 
該当（する・しない） 

施工体制台帳等の点検 下請契約を締結している 該当（する・しない） 

工事実績情報の登録の

点検 
請負代金額が2,500万円以上 該当（する・しない） 

建設業許可を示す標識

の点検 

契約の相手方が建設業の許可を受けている 

（通常は該当する） 
該当（する・しない） 

労災保険に関する点検 
契約の相手方が工事において労働者を使用する 

（通常は該当する） 
該当（する・しない） 

建設業退職金共済制度

に関する点検 

左記の制度の対象となる労働者が従事する 

（通常は該当する） 
該当（する・しない） 
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参考様式１－２ 

監理技術者等の専任の状況等の点検⑴ 

専任の状況（元請負人から通知があった以降、遅滞なく、及び概ね３か月ごとに点検する） 

元請負人から通知があった日 平成 年 月 日 

技術者名 （監理技術者、主任技術者） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 □専任配置されている   □兼任配置の疑義あり 

疑義がある場合の確認  

 重複工事名  

 発注機関名  

 工期 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 まで 

発注機関に事実確認をした日 
平成 年 月 日 確認者 

□事実確認を要せず 

判定結果 
□専任配置と認められる 判定者 

□専任配置されていない 

専任配置と認められる理由  

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日   □是正がなされていない 

建設業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日  （是正がなされなかった場合） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 □専任配置されている   □兼任配置の疑義あり 

疑義がある場合の確認  

 重複工事名  

 発注機関名  

 工期 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 まで 

発注機関に事実確認をした日 
平成 年 月 日 確認者 

□事実確認を要せず 

判定結果 
□専任配置と認められる 判定者 

□専任配置されていない 

専任配置と認められる理由  

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日   □是正がなされていない 

建設業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日  （是正がなされなかった場合） 
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参考様式１－３ 

監理技術者等の専任の状況等の点検⑵ 

常駐の状況（概ね月に１回点検する） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 □駐在している  □駐在していない 

元請負への事情聴取日 平成 年 月 日 聴取者 

判定結果 □駐在とみなせる □駐在とみなせない 判定者 

判定理由  

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 □駐在している  □駐在していない 

元請負への事情聴取日 平成 年 月 日 聴取者 

判定結果 □駐在とみなせる □駐在とみなせない 判定者 

判定理由  

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 □駐在している  □駐在していない 

元請負への事情聴取日 平成 年 月 日 聴取者 

判定結果 □駐在とみなせる □駐在とみなせない 判定者 

判定理由  

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 □駐在している  □駐在していない 

元請負への事情聴取日 平成 年 月 日 聴取者 

判定結果 □駐在とみなせる □駐在とみなせない 判定者 

判定理由  

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 

注）判定結果において、駐在とみなせる場合とは、元請負人に対する事情聴取の結果、当該工事に係る業

務を実施していたうえ、当該業務を工事現場外で行うことが、監理技術者等としての業務を適正に実施

するために必要な行為であり、かつ工事現場との連絡体制が確保されていた場合をいう。 
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参考様式１－４ 

施工体制台帳等の点検⑴ 

施工体制台帳（当初及び変更の写しの提出があった以降、遅滞なく実施する） 

写しの提出日 平成 年 月 日 提出がなかった場合の請求日  平成 年 月 日 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．原本が現場に備え置かれている 良・否 

ｂ．写しの内容が原本と相違ない 良・否 

ｃ．記載事項に漏れがない 良・否 

ｄ．添付書類に漏れがない 良・否 

ｅ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日（ａ、ｃ、ｄ又はｅの是正がなされていない場合） 

写しの提出日 平成 年 月 日 提出がなかった場合の請求日  平成 年 月 日 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．原本が現場に備え置かれている 良・否 

ｂ．写しの内容が原本と相違ない 良・否 

ｃ．記載事項に漏れがない 良・否 

ｄ．添付書類に漏れがない 良・否 

ｅ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日（ａ、ｃ、ｄ又はｅの是正がなされていない場合） 

写しの提出日 平成 年 月 日 提出がなかった場合の請求日  平成 年 月 日 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．原本が現場に備え置かれている 良・否 

ｂ．写しの内容が原本と相違ない 良・否 

ｃ．記載事項に漏れがない 良・否 

ｄ．添付書類に漏れがない 良・否 

ｅ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日（ａ、ｃ、ｄ又はｅの是正がなされていない場合） 

注）施工体制台帳に記載すべき事項は、建設業法施行規則第14条の２第１項に、施工体制台帳に添付すべ
き書類は、同条第２項に規定されている。 
 また、施工体制台帳の記載内容に関し、基づくべき通達とは、「施工体制台帳の作成等について（平
成13年３月30日付国総建第84号）」である。  

- 14 -



 

参考様式１－５ 

施工体制台帳等の点検⑵ 

実際の施工体制（概ね月に１回点検する） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．監理技術者等が施工体制台帳に一致している 良・否 

 確認方法   □監理技術者資格者証   □その他（         ） 

ｂ．下請負人が施工体制台帳に一致している 良・否 

 施工体制台帳に記載のない下請負人名 

ｃ．名札を着用している 良・否 

元請負への事情聴取日 平成 年 月 日 聴取者 

判定結果 

 判定者 

ａ．監理技術者等の配置に虚偽が（ある・ない） 

ｂ．下請負人に関して不一致が（ある・ない） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日（ａ又はｂの是正がなされていない場合） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．監理技術者等が施工体制台帳に一致している 良・否 

 確認方法   □監理技術者資格者証   □その他（       ） 

ｂ．下請負人が施工体制台帳に一致している 良・否 

 施工体制台帳に記載のない下請負人名 

ｃ．名札を着用している 良・否 

元請負への事情聴取日 平成 年 月 日 聴取者 

判定結果 

 判定者 

ａ．監理技術者等の配置に虚偽が（ある・ない） 

ｂ．下請負人に関して不一致が（ある・ない） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日（ａ又はｂの是正がなされていない場合） 

注１）一括下請負に関する点検は、参考様式２－１から２－４による。 

注２）監理技術者等の確認は、元請負人についてのみ行う。 

注３）監理技術者については、監理技術者資格者証により確認する。 

 また、主任技術者については、所属する建設業者名が記載されている健康保険被保険者証の写し若

しくは住民税特別徴収税額の通知書又はその変更通知書で最新のものの写しの提出を求め、確認する

ものとするが、これら写しが施工体制台帳の写しに添付されている場合は、これらの提出及び確認を

要しない。 

注４）下請負人については、元請負人が実施した安全訓練等の出席者名簿、下請負人に対する作業指示書

等において、施工体制台帳に記載のない下請負人の名称等がないことを確認する。  
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参考様式１－６ 

施工体制台帳等の点検⑶ 

施工体系図の点検（適時に点検する） 

確認日  平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．掲示場所が適正である 良・否 

ｂ．施工体制台帳と一致している 良・否 

ｃ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日 

確認日  平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．掲示場所が適正である 良・否 

ｂ．施工体制台帳と一致している 良・否 

ｃ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日 

確認日  平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．掲示場所が適正である 良・否 

ｂ．施工体制台帳と一致している 良・否 

ｃ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日 

確認日  平成 年 月 日 確認者 

 

ａ．掲示場所が適正である 良・否 

ｂ．施工体制台帳と一致している 良・否 

ｃ．記載内容が通達に基づいている 良・否 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正等を確認した日 
平成 年 月 日 確認者 

□是正がなされていない 

業許可行政庁への通知日 平成 年 月 日 

注１）掲示場所については、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げられていることを

確認する。 

注２）施工体制台帳の記載内容に関し、基づくべき通達とは、「施工体制台帳の作成等について（平成13

年３月30日国総建第84号）」である。 
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参考様式１－７ 

工事実績情報の登録等の点検⑴ 

工事実績情報の登録（当初契約締結後、変更契約締結後、監理技術者等の変更後及び工事完成検査合格

後のそれぞれについて遅滞なく点検する） 

種別 当初契約・変更契約・監理技術者等の変更・工事完成 

工事カルテにおける登録

内容の確認 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

工事カルテ受領証の写し

の提出日 

平成 年 月 日 

提出がなかった場合の請求日 平成 年 月 日 

種別 当初契約・変更契約・監理技術者等の変更・工事完成 

工事カルテにおける登録

内容の確認 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

工事カルテ受領証の写し

の提出日 

平成 年 月 日 

提出がなかった場合の請求日 平成 年 月 日 

種別 当初契約・変更契約・監理技術者等の変更・工事完成 

工事カルテにおける登録

内容の確認 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

工事カルテ受領証の写し

の提出日 

平成 年 月 日 

提出がなかった場合の請求日 平成 年 月 日 

種別 当初契約・変更契約・監理技術者等の変更・工事完成 

工事カルテにおける登録

内容の確認 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

工事カルテ受領証の写し

の提出日 

平成 年 月 日 

提出がなかった場合の請求日 平成 年 月 日 
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参考様式１－８ 

工事実績情報の登録等の点検⑵ 

建設業許可を示す標識（適時に点検する） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

注）工事現場において、公衆の見やすい場所に、許可を受けた建設業の名称等、建設業法施行規則第25条

第１項に規定される事項を、同条第２項に規定される様式により記載した標識が掲示されていることを

確認する。 

 

工事実績情報の登録等の点検⑶ 

労災保険に関する点検（適時に点検する） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

注）労災保険にかかる保険関係成立の年月日等、労働者災害補償保険法施行規則第49条第１項及び第２項

に規定される事項が、常時事業場の見易い場所に掲示する等、同項に規定される方法により、労働者に

周知させていることを確認する。 

 

工事実績情報の登録等の点検⑷ 

建設業退職金共済制度に係る点検（適時に点検する） 

確認日 平成 年 月 日 確認者 

確認結果 不備が（ない・ある） 

是正を求めた日 平成 年 月 日 

是正を確認した日 平成 年 月 日 確認者 

注）建設業退職金共済制度の適用を受ける事業主に係る工事現場であることを示す標識が掲示されている

こと（勤労者退職金共済機構建設業退職金共済事業本部が発行するシールが貼付されていること）を確

認する。 

 なお、当該制度の対象となる労働者が従事しない場合は、当該標識の掲示を要しないことに留意する

こと。 
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参考様式２－１ 

一括下請負に関する点検表 

重点点検工事かどうかの判定（下記のいずれかに該当する場合は、二次下請負人まで点検する） 

１．(ｂ)の金額又は(ｃ)の金額が(ａ)の過半を占める □該当する  □該当しない 

 元請負金額                      (ａ) 当初          千円 

 第１回変更 平成 年 月 日 千円 合計          千円 

第２回変更 平成 年 月 日 千円 合計          千円 

第３回変更 平成 年 月 日 千円 合計          千円 

主たる部分を実施する一次下請負人の一次下請負金額   (ｂ)             千円 

最大の一次下請負金額 (ｃ) 判定：平成 年 月 日             千円 

判定：平成 年 月 日             千円 

判定：平成 年 月 日             千円 

２．一次下請業者の等級が元請負人と同一又は上位 □該当する  □該当しない 

 競争参加資格審査における元請負人の業種区分／等級 工事／    等級 

一次下請負人のうち、業種区分が元請負人と同一の者で等級が最

高位の者             （判定：平成 年 月 日） 

業者名 

等級 

一次下請負人のうち、業種区分が元請負人と同一の者で等級が最

高位の者             （判定：平成 年 月 日） 

業者名 

等級 

一次下請負人のうち、業種区分が元請負人と同一の者で等級が最

高位の者             （判定：平成 年 月 日） 

業者名 

等級 

３．近接等工事の元請負人又は一次下請負人と同一の者が元請負人又

は一次下請負人となっている 

（内容は参考様式２－２による） 

□該当する  □該当しない 

 対象近隣工事 

（□なし） 

１．工事名： 

 契約の相手方： 請負代金額       千円 

工期：平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 

２．工事名： 

 契約の相手方： 請負代金額       千円 

工期：平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 

３．工事名： 

 契約の相手方： 請負代金額       千円 

工期：平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 

４．低価格入札 □該当する  □該当しない 
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参考様式２－２ 

近隣工事の請負人との重複のチェック 

確認日：平成 年 月 日 確認者 

今回工事の請負人の名称 近隣等工事の元請負人又は一次下請負人であるか 

元請負人： □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

一 

次 

下 

請 

負 

人 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

確認日：平成 年 月 日 確認者 

今回工事の請負人の名称 近隣等工事の元請負人又は一次下請負人であるか 

元請負人： □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

一 
次 

下 

請 

負 

人 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 

 □はい（該当工事番号： 、元請、一次）  □いいえ 
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参考様式２－３ 

実質関与の点検（元請負人用） 

点検対象契約は、下請負の契約内容が、請け負った工事内容のうち、次のいずれかに該当するもの 

（参考様式２－１において重点点検工事に該当する場合は、少なくとも全ての三次下請契約まで） 

□全部又はその主たる部分 

□一部分であって、他の部分から独立してその機能を発揮する工作物 

□一部分であって、一次下請負契約のうち、契約金額が最大（平成 年 月 日時点） 

点検対象契約受注者 （一次下請） 

点検対象契約発注者 （元請） 

契約期間 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 

契約金額 千円 

主な契約内容  

次のいずれかに該当する場合は、点検対象契約発注者が実質関与していないものと判断する 

 ①点検対象契約発注者が設置をした監理技術者又は主任技術者が、当該

発注者との間に直接的かつ恒常的な雇用関係を有していない 

（確認は、様式１－５による） 

該当（する・しない） 

②点検対象契約発注者が元請負人である場合は、次の業務のいずれかの

実施にあたり、主体性が認められない場合（該当項目に○） 

該当（する・しない） 

 ａ．発注者との協議 

ｃ．官公庁等への届出等 

ｅ．施工計画の作成 

ｇ．出来形及び品質管理 

ｉ．安全管理 

ｂ．住民への説明 

ｄ．近隣工事との調製 

ｆ．工程管理 

ｈ．完成検査 

ｊ．下請負者の施工調整及び指導監督 

判断根拠 

ア．□合理的な理由なく、事情聴取に応じない 

イ．□実施をした業務内容を適格に説明できない等により、その業

務内容を適格に把握していないものと判断される 

（判断根拠イに該当する場合は具体的内容を以下に記載する） 

 

事情聴取日：平成 年 月 日 実施者 

注１）参考様式２－３及び２－４による実質関与の点検は、毎年度において少なくとも１回行なう。 

 ただし、点検の対象とされた下請負契約が複数年度にわたる場合は、その契約期間の過半を占める

年度において確認することで足りる。 

注２）事情聴取については、その時点までの発注者との打合せ等により、その判断をするに足りる事実が

既に明らかになっている部分については、必ずしも行う必要はない。 
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参考様式２－４ 

実質関与の点検（下請負人用） 

点検対象契約は、下請負の契約内容が、請け負った工事内容のうち、次のいずれかに該当するもの 

（参考様式２－１において重点点検工事に該当する場合は、少なくとも全ての三次下請契約まで） 

□全部又はその主たる部分 

□一部分であって、他の部分から独立してその機能を発揮する工作物 

□一部分であって、一次下請負契約のうち、契約金額が最大（平成 年 月 日時点） 

点検対象契約受注者 （二次・三次下請） 

点検対象契約発注者 （一次・二次下請） 

契約期間 平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 

契約金額 千円 

主な契約内容  

次のいずれかに該当する場合は、点検対象契約発注者が実質関与していないものと判断する 

 ①点検対象契約発注者が設置をした監理技術者又は主任技術者が、当該

発注者との間に直接的かつ恒常的な雇用関係を有していない 

（確認は、様式１－５による） 

該当（する・しない） 

②点検対象契約発注者が下請負人である場合は、次のいずれかに該当す

る場合 

（下請負人が任意の事情聴取に応じない場合は、判断はできないものと

し、元請負人に対し、建設業法第24条の６に基づく下請負人の指導に

務めることを求めたうえ、指導の実施により把握した事実の報告を求

め、これにより判断する） 

？□当該工種に応じた専門的な企画、調整及び指導をする業務を実施

することに合理性が認められない 

該当（する・しない） 

□判断不能 

（下請負人が任意の事

情聴取に応じない場合

において、元請負人から

の報告によっても判断

できない場合は、判断不

能とする） 

 ？の判断根拠 

□専門的企画等業務について、点検対象契約発注者と元発注者と

の業務分担が不明確又はほぼ同一である 

（具体的内容を以下に記載する） 

 

？□専門的企画等業務の実施にあたり、主体性が認められない 

 ？の判断根拠 

ア．□合理的な理由なく、事情聴取に応じない 

イ．□実施をした業務内容を適格に説明できない等により、その業

務内容を適格に把握していないものと判断される 

（判断根拠イに該当する場合は具体的内容を以下に記載する） 

 

事情聴取日：平成 年 月 日 実施者 

注）元発注者とは、点検対象契約発注者が請け負った工事の発注者をいう。 
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